
特集 沸騰水型原子力発電設備

軽水炉の動向と日立技術の開発
Current Status of LightⅥねter Reactor and
Hitachi′sTechnicallmprovementson BWR

長年月にわたる国産自主技術開発によって,近年我が国の軽水炉の信頼性が大き

く向上し,稼動率も世界のトップ水準になってきている｡昭和59年2月には改良痙

準化ベース70ラントBWRl号機としての東京電力株式会社福島第二原子力発電所

2号機(110万kW)が営業運転を開始し,国産軽水炉技術の新時代に入った｡また,次世

代の日本型軽水炉としてABWR(新型BWR,電気出力130万kW級)を米国G E社,

株式会社東芝と日立製作所が国際共同開発中であり,昭和60年代初期の建設を目指

している｡日立製作所はBWRの安全性･信頼性の向上,稼動率の向上及び被ばく低ざ成

を目標に機器本体から各種ロボットまで広範囲の研究開発を行ない,その成果を政

J符指導に基づく原子力発電利用の高度化に対応して提案するとともに,今後の軽水

炉の改良開発にも積極的に参画している｡本稿では軽水炉改良標準化への参加とそ

の成果,及び最近の日立製作所の研究開発の展開,次世代軽水炉(ABWR)の国際

協力設計などについて概要を述べる｡

l】 緒 言

昭和58年11月発表の通商産業省電気事業審議会需給部会の

電源構成表1)では,昭和70年度原子力発電設備4,800万kWと想

定され発電設備構成比の約23%,発電電力量の約35%を原子

力発電が占めることを期待している｡

我が国の軽水炉発電は主として米国からの技術導入により

出発したが,初期の段階で材料腐食トラブルに遭遇し,稼動

率が一時低下するなど苦難を経験した｡事故原因の究明を行

なう とともに,プラント設計の改良,材料の自主技術による

改良開発に努力し,鼓重な品質管理,運転管理の強化及び保

守点検の徹底により,稼動率及び信頼性の向上を因ってきた｡

昭和50年度からは我が国での運転経験を生かし,信束副生の

向上,被ばく低f成,稼動率向上などを目標として国の指導の

下に電力会社,原子炉メーカーが協力して軽水炉の改良標準

化及び各種の信頼性実証試験を推進してきた｡

日立製作所は前述の大規模な研究開発や実証試験計画に参

画し,上記目標に沿った多面的な研究開発に努め,製品の品

質向上,国産化技術の向上及び保守点検技術の確立に努力を

してきた｡そして,昭和59年2月に我が国初の改良標準化プ

ラント110万kWl号機の建設を完了し,営業運転を開始する

ことができた｡一方,我が国の運転中プラントも昭和55年度

以後は65%以上の稼動率を維持することができ,58年度は71.6

%と定期検査期間を除いてほぼフル稼動運転を達成し,世界

のトップレベルになった｡現在,第3次改良標準化として採用

された電気出力130万kW級AI‡WR(Advanced BoilingWater

Reactor:新形沸騰水型原子炉)の国際共同開発設計を行なう

とともに,第2次改良標準化プラントのいっそうの経済性向

上のための/合理化設計検討を進めている｡

臣l 欧米軽水炉の建設･稼動状況と我が国の軽水炉展開

2.1各国の軽水炉建設状況

昭和49年の石油ショックを境にし,経済成長の伸びが世界

的に鈍化し,これに伴い電力需要も低滞又はi戒少した｡更に
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米国では原子力発電所の建設･運転に対する国の規制指導が

スリーマイル島事故以後強化され,建設期間の長期化とあい

まってコストの上昇が激しくなっている｡このため,電力設

備の余裕率の大幅な増大と重なり,米国では1974年(昭和49

年)以降,新規の発電所の発注は8年以上もなくなっている｡

エネルギー資手原の少ない日本,フランス,ドイツがエネルギ

ーセキュリティの観点から積極的に国産化した自主技術で原

子力発電所建設を続けている｡

2.2 我が国における軽水炉の建設と稼動率の推移

我が国での軽水炉を,技術導入により作られた70ラント,

国産化プラントと我が国での運転経験と自主技術により改良

された改良標準プラントを,建設着工年と設傭容量などで示

すと図1のようになる｡米国炉メーカーから容量増大ごとに

その1号炉の導入が行なわれているが,沸騰水型･加圧水型

共に2～3年後には国産化され,国内炉メーカーが主契約者

となり建設している｡プラントの出力の変遷もこの10年間に

単機容量は3倍近くなり,昭和53年以降は日本型改良標準化

炉の時代になっている｡

我が国の軽水炉の稼動率は,最近10年間をみると図2のよ

うになっており,BWR(沸騰水型原子炉)の昭和52年,53年の配

管を中心とする応力腐食割れ対策,加圧水型の昭和54年での

制御棒支持ピン,蒸気発生器チューブ漏れ対策を国産技術で

解決し,昭和57年以降は70%近い設備利用率を維持しており,

欧米の稼動率と比較しても トソフロを争う好数字となっている｡

2.3 我が国の軽水炉改良･開発の果たす役割

2.1で述べたように米国の国内軽水炉建設･開発が停滞し,

一方,日本,欧米の各国とも今後20～30年の間,軽水炉が原

子力発電の主力炉としての役割を負うと考えられる状況下で,

我が国の行なっている改良標準化設計･開発,及び我が国の

軽水炉技術を基礎とした次世代炉の国際協同設計の果たす役割

は非常に大きいと考えられる｡今後の日本軽水炉技術開発,

及び原子力発電の高度化に対応した多プラント運営技術,合
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次世代国際共同化設計(130万kWクラス)
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注:記号説明

内訳
炉型 BWR PWR

輸 入 ● ▲

国 産 ○ △

改 良 標 準 化 ◎ 金

40 45 50 55

注:出典 日本原子力産業会議編 原子力ポケットブック(昭和59年度版)
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注:1.小括弧内数字は,プラント数を示す｡

2.昭和56年までは原子力発電便覧=982年版)による0それ

以後は原産新軌NUCJEONICSの運転実績から算出した｡

図2 炉型別設備利用率の推移 我が国では定期検査周期は法令で定

められており,利用率が低めになるが,プラントの改良,材質の改善,予巨万保

全により世界のトップクラスまで稼動率が上がってきている｡

埋化技術へ大きな関心をもたれる時代になってきている｡

8 改良標準化の推進と日立の自主技術によるプラント建設

3.1 日立BWR技術の開発

日立製作所は昭和29年に原子力の開発に着手し,以来研究

用原子炉,臨界実験装置などの研究の推進と技術の確立を図

り,商用発電用70ラントについても海外導入技術を消化し,

エンジニアリングから製造∵桝付,アフターサービスに至る

まで一､許した国産化を図ってきた｡

図3に日立製作所の軽水炉技術開発の経緯を示す｡昭和50

年代に入り国産技術による改良標準化を進め,ネこ世代 BWR

としてのABWRを日本の原子炉メーカーが主体となって国際

協力開発を進めている｡一方,現在建設予定のプラントにつ

し､ては,高信輔度でかつ,経済性をいっそう改善した高度化

プラントの確二立を【』るための開発を行なっている｡

3.2 我が国の改良模準化と日立の対応

昭和50年から官民一体となり,｢軽水炉改良標準化計画+の

推進が行なわれ,まず第1歩こ,第2次計画では国産自主技術

による軽水炉の信頼性,稼動率の向上(75%),定期検査期間

の短縮(約70日),従事者の作業被ばく線量の低i成(約50%)

を目標にした改良案が提案されてきた｡現在第3沸こ改良標準

化が推進中である｡日立製作所はこれらの改良標準化活動に

軽水炉の建設･運転経験から改良すべき項目を提案するとと

80

年(昭和)

図l 容量別原子力プラント出力の変遷 我が

国の原子力プラントは.当初)毎外からの輸入技術による

もので出力も40万kW級のものであったが,経済性向上の

ため容量増大と技術の進歩が図られ,現在では80万kW晩

I10万kW級の大容量プラントになっている｡昭和50年度

以降着工のものは,すべて国産になっている｡

もに,開発した技術の提供を行ない,改良標準化BWRの確

立に大きく貢献することができた｡

また,改良標準化で採用された項目は受i主した軽水炉に適

用するとともに,日立製作所で自主技術により開発･改良し

た新技術も設置電力会社に適用を推奨し,採用を得た技術に

よりBWRの進展を図ってきた｡第3次改良標準化項目につい

ては,国際協力設計をABWRとして実施中であー),この中に

取r)入れてゆく予定である｡

3.3 原子力発電の高度化

軽水炉は今後も長期にわたり原子力発電の主役を担うもの

とし50基,100一基の時代がそう遠くない将来にくると考えて基

盤の整備･情報処理,運転･保修体制の整備･充実,高度な

軽水炉技術･経済性の向上及び安全行政の充実が必要である｡

昭和58年から下記項目について検討開始されている｡

(1)標準化の推進(80万kW,100万kW,130万kW級標準プラ

ントの策定)

昭和(年) 40 45 50 55
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輸入技術 国産技術炉 日本型改良炉 偶力質

主な日立

開発技術

●燃料水素ぜい ●炉心変化予測 ●上下濃縮度2 ●少数コント
化防止

●放出希ガス減衰

コード

●復水二重脱塩

改良格納容器

領域炉心

●ステンレス絹
耐食性向上

●中央制御
監視盤

ロールセル

炉心

●高信頼デイジ
タル制御

図3 軽水炉技術開発の現状 昭和40年代前半,海外からの導入技術の

吸収と国産化に努力Lたが,昭和50年以降自主技術による日立BWRの展開を図

り.通商産業省改良標準化に手大権的に提案してきた｡開発技術の国際交流･国

際協力設計の時代に入るとともに,今後の原子力発電利用高度化に対処する技

術開発を行なっている｡



(2)設計の合理化(機器･耐震設計の余裕抽出･適正化)

(3)建設工期の短縮(プレハブ化)

(4)品質管理の合理化

日立製作所は各種の技術委員会などに参加し,楷梅的な技

術的役割を果たすべく活動を行なってし､る｡

日 日立技術開発の展開

日立製作所は原子力発電設備に閲し,システムエンジニア

リング,配置計画,建設計画などの総合エンジニアリング

及び原子炉･燃料,原子炉設備機器,タービン及び発電機設

備,放射性廃棄物処理設備などの製作･建設･据付,更に保

守･運転管理サービス,保守自動化機器に至るまで一貫して

扱っている｡この大きな特徴を生かし,活発な研究開発･エ

ンジニアリング活動を行ない,高い信鰍性と稼動率の良い擬

子力発電プラントを製作Lている｡

特に新しい概念による運転管理の容易な,燃料健全性の高

い炉心設計,耐食性の高い燃料･チャネルボックス,放射能

レベルを大幅に低減する水質･材料技術,運転容易な制御盤,

高信頼性のディジタル制御,陸地処理処分に適した放射性廃

表l日立BWR主要改良開発項目 日立製作所は,炉′し,燃料,各種

機器保守点検用ロボット.建言箕工法など原子力に関する広範囲の分野の研究開

発を行なっている｡本表に主要開発項目を示す｡

分 業頁 改 良 開 発 項 目
適

用

開
発
中

炉 心 ･ 燃 料

i農相度上下2領域炉心WNS ●

●

●

●

●

⊂)

少数制御セル上下2領土或炉心TMS

グレー制御棒

(改良炉心,燃料健全性) 8×8細形ヘリウム加圧燃料

高耐食性チャネルボックス

バリヤ型燃料,高耐食性被覆管

安 全 ･

耐 震

ブローダウン時炉心涜動特性 l●

●

高速スクラム制御棒駆動装置 ●

●

微動形電動制御棒駆動装置

各種機器の耐震特性の実証及び解析法

信頼性向上

ネオ料,〉容棲;去

機器システム.

計装制御,自動化

耐応力腐食材料及び耐食溶接処理法 ●

●

曲げ管,継手一体鍛造配管 ●

●

インターナルボン7Q

lSlの自動イヒ

一体鍛造低圧タービンロータ ●

4ネックヒータ形チタン復水器 ●

情報集約インテリジェント化CRT中央 ●

●

制御監視盤(NUCAMM-80)

ディジタル多重化計算制御システム

放射線被ばく低王威

【芸霊宝霊三;;三〕

改良型原子炉格納容器 ●

給水2段扉過脱塩方法 ●

芦安素;主人腐食抑制法 ●

低コバルト炉内構造物 ●

稼 動 率 向 上

長期サイクル炉心 ● ⊂)

(⊃

燃料自動交換装置 ●

〔芸芸雷雲雪雲琵琶頼性)

熱効率向上

廃棄物処理

設計建設新技法

制御棒駆動機構自動交換装置 ●

保守点検用自動機器,ロボット ●

システム異常診断装置

タービン2段再熟器

●

●

●

●

●

●

52‥1長翼タービン

ペレット匡けと中間貯テ鼓システム

(⊃

●樹脂廃ラ夜一元イヒ処理システム

セメントカうス貯蔵システム ●

ドライクリーニングシステム

モテリレエンジニアリング

言箕計,製造,建設統括システム

ブロックエ法,大型揚重機工法

注:略語説明なと

●(開発完了),○(開発中)

WNS(No Shuff仙g and No Shal10W Controいods),TMS(Minimum Shim

rods.Mけ1imum Swapsand Mlnlmum Shuffling).1Sl(ln-Servicelnspect10∩)
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乗物固体処理法などの開発を行ない適用に人っている｡また,

原子力機器特有の製造技術の改良開発,保守∴!J二検自動化機器,

運転診断技術の開発,建設工法の介理化を進めている｡これ

らの開発技術の主な項目を表lにまとめてホす｡以下,殻近

の主要な技術成果について特徴と概要を述べる｡

4.1炉心･燃料

原子炉の炉心･燃料は最も重要な技術である｡臼主技術開

発によ†)昭和49年に連関した国産1号かである中国電力株士〔

会社島根原子力発電所で,初装荷燃料400体の無破損を世界

で最初に達成している｡これらに適用された燃料ペレットの

水分管理,出力上昇率緩和運転法,炉心設計の改良により燃

料の破損は低減しているか,最近の国内外の燃料破掛平はか

なり低下し,1古村度5)である｡特に我が回のBWR型の燃料

破損率は更に一桁少なくなっている｡日立製作所かご⊃図4に

示すような新しい概念によるWNS(NoShufflingandNo Shallow

Controlrods:濃縮度上下2領域炉心)か開発され,昭和55

年初めに先行試用燃料を装荷し,同年末には取件燃料として

実用化された｡昭和58年には新設プラントの初装荷用とLて仝

炉心に使用され,起動された｡WNS炉心は燃料体の中の燃料

棒ウラン濃縮度を軸方向に上下2領域とし,上部濃縮度を高

くすることにより,制御棒で軸方向出力分布を調鞍しなくて

も,燃料自体で軸方向出力分布平たん化ができる特性をもっ

ている｡これにより,最大繰出力密度を低減でき,燃料健全

性を大幅に向上するとともに定格出力への到達時間も和姦亨～iで

き,実機へ適用中である｡欧米でも炉心設計技術上高い評価

を得ている｡

更に,4体の低反応度燃料と1本の制御棒により構成される

炉心制御セルを約13配置して,WNS炉心と組み合わせた少数制

御セル型上下2領域濃縮度炉心〔TMS(MinimumShimrods,

Minimum Swaps andMinimum Shuffling)炉心〕を昭和55年

に開発した｡‾この炉心の特性はWNS炉心の特長に加え,制御

棒料燃
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縮
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下
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棚
[
胤
慣
用
H
且

サイクル初期

(上部)

従来

因i:圭
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榊■(下部)此出力
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サイクル末期
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1.0■†.2】フ
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御
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燃焼度(GWd/t)

図4 日立改良炉心 上下2領軌二浪相度分布した燃料集合体(WNS型)

の特性に･制御セル炉心構成を組み合わせた少数制御セル炉心(TMS型)は,運転

中の制御棒パターン交換が不要となり,出力ピークが低く,稼動率向上を可能

としている炉心である｡
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棒パターナ交換(約2箇月ごと)をなくした特徴をもってい

る｡これにより設備利用率を2%程度向上できる｡また,使

用済み制御棒の発生が制御セルに限定されることにより,運

転コスト,金属廃棄物ともに低減できる｡この炉心概念は運

転中のプラントに昭和55年から適用され,約3年の実績をも

つに至っている｡今後運転中及び新設中のプラントの炉心は,

順次この方式に切り換えられてゆくものと思われる｡

表2に燃料集合体の改良の推移を示す｡今後の出力上昇率

制限の緩和･撤廃,更に高燃焼度炉心への移行のため,燃料

被覆管,燃料チャネルボックスの改良,開発を行なっている｡

出力急上昇時ペレット過卓度変形に対し,より耐力のある燃料

(耐PCI燃料)とするため,ジルコニウムライナ燃料被覆管技

術を開発し,スウェーデン及び米国で実験炉及び商用炉に入

れ確証試験を行なっている｡昭和60年代初めには適用可能の

予定である｡また,原子力発電所の運転サイクルの長期化,

燃料サイクルコストの低減のため,高燃焼度設計が進められ

ており,これに対処するため燃料被覆管,チャネルボックス

高耐食処理の開発を行なって良い成果を得ている｡先に述べ

たジルカロイバリヤ管は,高燃焼度燃料被覆管として適して

おり,使用される予定である｡

4.2 安全･耐震

BWRはJ京子炉内の沸騰により出力の増加を自然に抑制する

という卓越した安全性が備わっているが,日立製作所では安

全性向上のための研究に力を注ぎ,BWRの安全設備の基礎的

な機能研究を積み重ねるとともに,大規模実験装置により確

証している｡大規模確認試験の例として非常用炉心冷却シス

テムの性能確証のため,BWRプラントに装荷されている燃料

と同じ寸法の電気加熱模擬燃料集合体2体を原子炉圧力容器

内に装荷した大型安全性実証試験が,日立製作所の提案によ

り電力共研として実施された｡図5に設備の概観を示す｡試

験の結果BWRの最大破断模擬で燃料の被覆管温度は～3008C

で安全解析値を大幅に下回り安全基準値1,2000Cに対し大き

な余裕があることが確認された｡このほか,中小破断特性,

表2 燃料集合体の改良 日立納入燃料の使用実績燃料棒総数は10万本を

超え.現在炉心に装荷されでいる燃料はほぼ8×8燃料となっている｡ペレッ

トはチャンファ付きであり,被覆管は再結晶化焼鈍材を採用L,世界長高水準

の高健全性燃料となっている｡

燃料型式
7×7型

7× 7

8×さ型
新型

項 目 改良型 8×8型*

仕

様

メ然料樺外径 (mm)
14.3-

14.5
14.3 12.5 12.3

被覆管肉ノ亨 (mm)
0.8l-

0.90
0.94 0.86 0.86

ペレットー被評管
キャップ

(mm)
0.28-

0.30
0.30 0.23 0.24

燃料有効長さ (mm) 3,658 3′658
3′658-

3′788

3.658～

3′708

ペレット高さ/

直径此
==l.5 =こl.0 ==l.0 =こl.0

ペレット形状
デイツ チャン チャン チャン

シュイ寸 ファ付 ファイ寸 ファ付

被覆管木オ賓
応力除去 再結晶化 再結晶イヒ 再結晶化

焼鈍材 焼鈍木オ 焼鈍材 焼鈍材

水一分ケッタの使用 イ重用 イ吏用 使用

集合体当たりの

燃料棒本数
(本) 49 49 63 62

イ吏

用

実

績

装荷開始時期
昭和49年 昭和50年 日召和51年 昭和55年

3月 4月 4月 4月

燃料棒数
(本)

19′796 33′369 l19.700 10′292

(燃料集合体数) (朋)4) (681) (l′900) (166)

集合体車高燃焼度 (MW･d/t) 約22′000 約27.000 糸勺29.000 約20.000

ラ主:* 先行使用燃料の実練で,昭和59年から本格的に使用開始の予定である｡
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図5 大型安全実証試験装置の概観 電気加熱方式の実寸大模擬燃料

集合体2体を装荷し.LOCA発生時から炉心再冠水までの一連の炉内流動特性を

総合的に実証確認できる装置であり,BWRが十分安全であることが確認された｡

基礎的な熱伝達に関する研究,確率論的安全評価の技術を開

発し,実機の安全性評価に適用している｡

耐震については,建屋及び機器･配管系統の耐震設計法の

信頼性を高め,また,合理的な設計をするために国内外の研

究機関と密才妾に協力して,大型構造物の耐震性実証,動的機

器の機能維持実証などの試験研究を推進するほか,建物･地

盤相互作用解析,非線型地震応答解析,人工地震波の作成用

などの各種計算プログラムの開発･整備,更には合理的減衰

定数の検討,免震構造の開発等々合理的な耐震設計法の確立

に努めている｡

ヰ.3 設備の信頼性

原子力発電設備の信相性は,システム設計,系統構成する

構造材と機器,･制御システム設計と構成機器及び運転管理と

過～度特性対応解析による制御設定により確立できる｡BWRで

稼動率を下げる原因となった配管構造材は,耐食ステンレス

鋼への変更などにより改善され,設傭稼動率は58年度には70%

を超える好成績を得られるまでになっている｡また,年間の

計画外停止率も米国の6回/プラント年,ドイツ2回/プラン

ト年に対し我が国は1を切る0.8回/プラント年レベルになっ

ている｡ここでは機器を中心とした信頼性向上策について述

べる｡

日立製作所は発電炉設備の主要部を構成する機器について

は,輸入購入品をできるだけ使用せず,自社の技術で納得の

ゆくまで技術的対策を行なった国産機器で構成するように努

めている｡現在建設中の設備は国産率99%に達しているが,

今後使用される予定の機器についても国産化を進め,次世代

炉(ABWR)用として使用される予定の原子炉冷却水用イン

ターナルポンプ,制御棒電動駆動装置を国産化し,確認試験を

完了した｡また,現在の8WR-5型原子炉用としても再循環

冷却用ポンプ,電動機,前記電動機の回転数制御用M-Gセッ

ト及び可変速ラ充体継手についても,すべて国産品(一部購入

品)を使用している｡原子炉設備･タービン設備は多量の配

管により構成されているが,そのためi容接継手部は膨大なも

のになっている｡日立製作所は中径及び大径の曲げ管設備を

設置し,曲げ管適用率は60%を超えて採用するまでになっている｡

これにより配管継手,i容接線を30%低i成し,信頼性の向上,

ISI(In ServiceInspection)対象部の大幅減少による保守容

易化を図っている｡曲げ管の適用率は今後とも上昇させてゆ

く予定である｡



軽水炉の動向と日立技術の開発 251

原子力用低圧タービンロータは,回転数が1,500rpm,1,800

rpmと低く大巧りであるため,ディスク焼ばめ形が採用されていた

が,我が国の製鋼法,鍛造法の進歩により一体鍛造品の製作か可

能になってきた｡日立製作所は鉄鋼メーカーと協力して,低

圧タービンロータ材の製作に成功し,昭和57年から電気出力

700MWぎ扱火力発電所に適用を開始した｡原こ子力用としては,

東京電力株式会社福島第二原子力発電所4号機の電気出力

1,100MWタービンに採用されている｡重量500tの鋼塊から

製品に仕上げられ,高品質の信頼性の高いロータが供給可能

となっている｡

原子力発電設備の経済性(熱効率)向上のため,タービン

設備としては,タービン再熱器及び52inタービン長巽の国産

技術による開発を進めており,再熱器については電力共研に

よる確認試験の段ド皆に達している｡

4.4 稼動率の向上

稼動率の向上は,運転中の故障停止の防止及び予防保全,

運転技術の改善,運転自動化及び定期検査保守用機器の開発

などによる定期検査期間の∠短縮,長期サイクル運転などの総

合的な技術改良によって達成される｡

日立製作所は,故障停止の防止及び予防保全と運転技術の

改善として,マンマシンコミュニケーションに重点を置いた

図6に示すような情報集約インテリジェント化CRT改良中央

監視盤"NUCAMM-80''を製作し,更に高信頼化制御装置

"NURECS-3000”,光多重伝送システム,プラント自動化装

置,自動原子炉出力調整装置,中央制御室ケーブル処理シス

テム"HICAT''などの実用化を図っている｡また,通商産業

省の指導によって,運転員に的確な運転インストラクション

を与え,運転をより確実にする原子力発電支援システムの開

発も行なっている｡

定期検査期間の短縮については,上下2領域燃料を採用し,

その特徴である燃料交換時炉内での燃料位置の変更を少なくし

(原則として不要),作業ステップをi戒少している｡また,保

守点検機器の自動ロボット化,燃料･中性子検■出器･制御棒

駆動機構の自動交換装置,各種除染装置の開発,改良を図り,

作業の合理化及び期間の短縮に努めている｡更にまた,高度

作業ロボットの開発も進めている｡図7に移動ロボットの開

発メ犬況を示す｡

このほか原子力発電所故障情報検索システムを駆使して,

世界各国及び国内のデータを分析収集し,必要に応じて検索,

検討することにより,予防保全すべき機器の種類,予想され
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図6 情報集約インテリジェント化CRT中央制御監視盤

``NUCAMM-80”
コンパクトな総括運転監視盤には,カラーCRTを7台設

置L,通常運転はもとより緊急時の対応が円滑にできるように.人間工学を考

慮Lた監二規制御システムである｡

■ ぎ

図7 原子力用作業ロボット

㌔

原子力プラント開発にはロボット技術は

キーテクノロジーの一つであり,交換作業,検査,除染,溶接加工などに各種

ロボットを開発し,適用Lている｡

る故障などについての情報を把握し,顧客との定期検査計画

に提案してプラントの保全に資するようにしている｡多面的

な運転性向上保全活動を展開して,プラント稼動率の向上を

図っている｡

8 次世代沸騰水型発電炉の開発

5.1 日本の原子炉技術と国際共同設計による概念設計

各国BWRメーカーの最新最良の技術を組み合わせた安全

性,経済性に優れた次世代BWRを目指して,米国GE社の呼

び弓卦けによr)GE社,日本の日立製作所と株式会社東芝,スウ

ェーデンのアセア･アトム社及びイタリアのアンサルド社が昭

和53年に共同設計チームを編成して概念設計を開始し,約1.5

年でABWRの概念設計を完成した｡

本概念設計はBWRの最も大きな特徴である原子炉の安全性

を更に確固たるものにするためにヨーロッパで確立した技術

になっていた原子炉直接取付型炉心冷却水循環ポンプ(イン

ターナルポンプ)を適用し,原子炉下鏡に直接ポンプを取り付

ける方式をj采用した｡本概念はBWRの設計思想の到達点とも

言えるものであって,図8に原子炉冷却系の変遷を示す｡原

子炉冷却系を単純化し,大口径配管破損による原子炉水の液

面低下の可能性を少なくするとともに,格納容器内の放射線

量の原因となる再循環配管の削減を行ない,供用期間中の非

破壊検査対象部を減少し,保守作業被ばく線量の低ざ成をも図

ったものである｡ABWRの型式はBWRの単純化,安全性向
上の到達点であるということができる｡外部の再循環配管削

除により原子炉容器の設置位置が下がり,耐震性が大幅に向

上している｡これを収容している格納容器の高さも約10m低

くなっている｡これら概念設計を評価した結果,東京電力株

式会社を中心とするGE社,日立製作所,株式会社東芝3社に

よる我が国に適合する日本向きの次世代炉(ABWR)の計画

設計を行なうことになった｡

5.2 再循環ポンプ内蔵型BWR(ABWR)

本概念設計をベースに次世代BWR型プラントとして,昭和

60年代初め実用化することを目標に開発が進められている｡

ABWRの開発実用化工程を表3に示す｡また,改良開発設

計,採用された新方式の機器などについて,特性の確認が電

力会社との共同研究16項目を実施中であー),昭和61年までに

終了する｡更に,通商産業省のBWR発電炉の第3次改良標準
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図8 原子炉冷却系の変遷 BWRの技術開発は原子炉の安全性確保を最優先させ,原子炉に直接つながる外部ループを図のように単純化L.次世代BWR

(ABWR)では原子炉炉心冷却系は,原子炉圧力容器だけに限定できるシステムとして,炉心冷却の高い信頼性を確立している｡

表3 ABWR開発工程 昭和53年から国際協力(4箇国,5社)による

次世代BWRの概念設計がl.5年かけて行なわれた｡我が国への適用性検討を実

施後,日本向け発電炉の計画設計がBWR壬宗用名･電力会社の指導のもとに日立製

作所,株式会社東芝,米国GE社3社で実施された｡昭和58年に電力会社と商用

化について検討された｡更に合王里化設計を実施Lた後に,60年代初めから実用

化される予定である｡

項 目
年度昭和)

53!54
55

56,57i58l59
60

61l62
63

設 計

概念設計 l榊け掴設計l匝ヒ設計

国内

□ 回二>
適用検討 商用化検討

開 発

実証試写貧

電力共研

ABWR電力共同研究】

国の施策

(通商産業省)

1第3次改良標準化l

原子炉内蔵型再循環ポンプ設備
確証試験
(財団法人原子力エ学試験センター)

化計画に採用され,再循環ポンプ設備確証試験の設備も建設

が開始されている｡

技術的特徴を図9にブロック図でまとめ,効果の関連表も

合わせて表示する｡

図9から分かるように,最も大きな特徴は炉心設計と炉心

冷却用再循環水系の改良である｡炉心冷却は共同設計3社の

推奨炉心が提示され検討されたが,4.1で前述したように我が

国で改良が進められていた濃縮度上下2領]或炉心(ウラン及び

ガトリニア共2領域)の共研炉心に近い概念に,13程度の制

御用セルが配置されたものが炉心設計として採用され,更に

細部改良が進められている｡これにより,燃料の熟負荷最大

位置で熟負荷が13kW/ftから11kW/ftに低減し,燃料の熱的使

用条件が約15%緩和されて,健全性を増すとともにまた出力

を上昇し,100%出力に達するのに要する時間も短くなる特性

をもっている｡制御棒の位置を変化させる駆動装置は,従来

の水圧駆動ステップ変化方式から,ボールねじを使用した電

動駆動方式に変更し,微動(3～10mmステップ)の微動調整

適用新技術 展 開
効 果 関 連

安全性 建設費 運転費

炉心･

制御

l淋書斗触l荷

○

○

○

○

○

p′ ハ.又
J

lプラン帽動率向上I

h日間負荷変化運転性l
少数コントロールセル方式

l
l t 甲

炉心冷却

再循環系

○

○

○

○

○

○

(⊃

原子炉

内蔵型

ポンプ

方式

大口径

配管

削除

エ学安全系

小春i化

多重高圧系を
もつECCSの

採用

炉容器低

位置設置

格納容器,

炉建物高さ
低減

耐震性向上

格納容器内
保守作業被

ぱ〈繰貴大
幅減少

ポンプ動力

低減

ポンプ

1段イヒ

格納容器 鉄筋コンクリート舗ライナ型の検討 ○

タービン タービン再熱器方式 熟効率向上 ○
設 備 521∩長翼の採用検討 同 上 ○

図9 ABWRの技術的特徴 炉心に上下2領域濃縮度炉心少数コントロ

ールセル型を採用L,負荷変化運転性の向上に制御棒電動駆動方式を採ってい

る｡炉心冷却には原子炉内蔵型ポンプを採用L,安全性,経済性,保守性に優

れた設計となっている｡原子炉格納容器は鉄筋コンクリート銅ライナ型を検討

中であり,タービンは熱効率向上のため再熱方式とし,52in長巽も開発中であ

る｡

を可能としている｡これによI)コントロールセル方式の採用

と組み合わせることにより,燃焼に伴う核燃料の反応度劣化

を補う制御棒の微調整が100%出力のまま可能であー),プラン

ト稼動率の向上,日間負荷変化運転を容易にしている｡

再循環系の改良は,原子炉圧力容器下鏡に直接取り付ける

インターナルポンプ方式を採用し,24inの大口径再循環配管を

なく したことである｡これにより,配管破断というイ反想設計

条件の大口径水配管はなくな-),存在する配管が蒸気配管,

中径の給水配管になるため,容量の少ない工学安全系で十分

となり,多重高圧ECCS系を採用することが可能となr)仮想事

故時の炉心冷却機能が飛躍的に向上して,BWRの固有の安全

性が更に確固たるものになっている｡

また,大口径配管･外部循環ポンプがなくなったため,原

子炉容器を8～10m低い位置に下げることができた｡このた
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め格納容器,原子炉建屋の高さを低くすることができ,従来

のMARK-ⅠⅠ彗■壬格納答器をもった原子炉建屋よりも高さで約

101n低く,階層も7階から6階にi成少し,建設費;建設工期

の減少に役立っている｡

更に格納容器内線量率の主要源となっていた再循環配管を

なくすことによる空間線量率の低ブ成,供用期間中検査の対象

である大口径溶接線の減少により,保守作業時の大幅な被ば

く線量の低減も可能としている｡

営業運転時の所内使用動力の大きな再循環ポンプの動力は,

従来の2段ポンプ方式(遠心ポンプとジェットポンプ組合せ)

から斜流1段ポンプ‾方式にすることによって効率が向上し,

大幅な動力節i成が可能となっている｡

以上が最も大きな特徴であるが,ABWRはその他の改良検

討が並行して行なわれており,代表的なものとして格納容器

(鉄筋コンクリート内面鋼ライナ型)の可能性,信頼性,経済

性の評価が行なわれ,大規模なコンクリートモックアップに

よる特性確認試験も行なわれている｡

プラントの熱効率向上の面からタービンの再熱器方式を採

用するとともに,タービン52in長真の採用も検討されており,

前者については電力共研で実機大のセグメントモデルが作ら

れ,特性･信頼性を確認中であり,52in異については開発試

験中である｡

ABWRのキーコンポーネントとなっている機器は,電動制御

棒駆動装置,タービン再熱器,インターナルボン70であるが,

いずれも電力共研で性能･信頼性確認を実施しており,一部

を除いて既に終了している｡製品の国産化設計がこれらにつ

いて行なわれており,電動制御棒駆動装置はヨーロッパ型よ

りも細い独自の型の製品が国産化され,信束副生確証のために

電力共研が行なわれている｡

インターナルポンプについては,日立製作所は信頼性確保,

保守技術確立のため,自社技術を展開した国産化インターナル

噺準ア
和 一

ポンプ

インベラ

圧力容器
(底部)

水
中
電
動
機

C＼

ぷ
康

(a)断面図 (b)外 観

図川 原子炉内蔵型再循環ポンプ(インターナルポンプ) 軸封装

置のないウェットモータ型のインターナルポンプの採用により,漏れのない信

頼性の高いABWRプラントを構成Lている｡
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No. 名 称 No. 名 称

① RPV(原子炉圧力容器) ④ 主蒸気管トンネル

② サブレッションプール ⑤ 燃料貯蔵プール

③ 機器ハッチ ⑥ 機器仮置プール

図Il原子炉建屋断面図 鉄筋コンクリート鋼ライナ型原子炉格納容器

を採用し,建屋高さを低減L,コンパクトな建屋配置となっている｡

表4 ABWRの主要仕様概要値 電気出力130万kW級の大型BWRプラ

ントであり,再j盾環系にはインターナルポンプ,制御棒駆動装置には電動式(FM

CRD)を採用するなど,安全性,運転性の向上を図り経済性向上にも大きい配

慮がされている｡

No. 項 目 ABWR
参 考

BWR-5型

l プラント電気出力 l′300MW l.100MW

2 炉心言受計 872体 764体

3 制御棒駆動装置 205一電動･水圧式 185一水圧ピストン式

4 原子炉再循環ポンプ 12-インターナルポンプ
2一外部ポンプ

20-ジェットボン70

5 工学安全系システム 4区分･ 3区分

6 制御･計装
多重ディジタル制御 ディジタル制御ケー

信号多重伝送 プル伝送

7 格納容器 鉄筋コンクリート ;鋼 製

8 タービン設備
TC6F-4l-

再熟サイクル(2段)
TC6F-4l′∫

ポンプを完成し,ヨーロッパ先行機を上回る高効率,低い軸

振動のポンプ特性が得られた｡区I10に国産インターナルポンプ

の断面図と外観を示す｡また,主要な仕様一覧表を表4に,

原子炉建屋図を図11に示す｡

以上述べたようにABWRの開発は順調に行なわれ,昭和

60年代での実用化を進めている｡

l司 放射性廃棄物処理

原子炉から発生する放射性廃棄物は,気体,ゴ夜体,固体に

大別される｡それぞれを発生形態に応じて処理するために,

日立製作所では各種処理技術を開発しプラントに適用してい

る｡これらの技術は我が国の国情に適するように開発されて

おり,その技術レベルは欧米でも高く評価されている｡日立

製作所の開発力犬況を表5に示す｡

BWRプラントからの廃棄物量は図12に示すように,タービ

ン給復水系の機器配管材料の耐腐食性を向上し,水処理用イ

オン交換樹脂比を改良することなどにより,プラントからの
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表5 放射性廃棄物処理技術の開発状況 放出放射能低減,廃棄物発

生i低減,発生廃棄物の三成容など,多面的な廃棄物処理技術開発を行ない,プラ

ントニーズに対応している｡

No. 装 置 名 対象廃棄物

開 発 目 的

特 徴放出

低減

廃棄物

低)成

信頼性

向上

l
希ガスホール 空気抽出器系

●
プ舌性炭吸着による大幅

ドアップ装置 排ガス な放射能低減

2
ドライクリー

ニング装置
衣類など ● ●

)容剤のi争化.再利用に
よる除染効率向上,二
次廃棄物イ氏減

3 漉相装置 高電導度廃液 ● ●
チタン製負圧強制j盾環
方式による耐食性向上

4
無機イヒ処王里装

置

使用済み寸封脂

スラッジ
○

熱分解法による処理温

度の低減,二次廃棄物
低減

5
粉体化ベレッ

濃縮廃液使用

済み樹脂スラ

ッジ,焼却灰

●
単一装置による多種廃

ト化装置 葉物の一]舌減容

6 固化装置 固体廃棄物 ○ ⊂)

耐久性.経済性に優れ

た無機固化材(セメン
トガラス)及び複合コ

ンクリート容器

7
電解研磨除染

装置
金属廃棄物 ⊂)

中性塩交番う去による除
染効率向上,二三欠廃棄

物低減

注:●(開発済み),○(開発中)

廃棄物発生量を大幅に減少することに成功している｡発生し

た廃棄物の減答技術としては,濃縮廃液,使用音斉み寸封脂など

を乾燥粉体化し,ペレット化する技術を確立している｡更に

は,使用済み才封脂を分解しよr)いっそうのi成答を図る技術も

開発中である｡これらの技術を適用することにより,今後の

プラントではBWRの廃棄物ドラム缶発生量は電気出力1,100

MW機で約300本と予測され,稼動中のプラントに比べ,約為

に減少できると見込まれている｡

また,廃棄物の貯蔵･処分技術として無機固化材(セメン

トガラス)による安定圃化処理技術も開発し,長期保管特性

の確証に入っておr),国及び電力会社の貯蔵･処分方針決定

に対処できる技術を確立しつつある｡

l巳 核燃料サイクル

軽水炉により使用された使用i斉み燃料は,軽水炉の稼動が

昭和75年までに約5,000万kWとして試算すると,累積トン数は

2万tを超える量が算定される｡

一方,Puを使用して稼動する高速増殖発電炉は,発電コス

ト面からまだ技術開発が必要であり,実用化の時其耶ま2010年

以降になると予測されている｡また,燃料を処理しPuを取り

出す再処理設備も,耐食性,保守性から稼動率が予定よりも

低く,改善が必要である｡使用済み燃料の貯蔵必要量の抑制

のため,高燃焼炉心,省ウラン炉心の開発が必要になるとと

もに,発生した燃料の長期貯蔵設備,高密度貯蔵法の確立が

必要になると考えられる｡図13に示すように,核燃料サイク

ルの多様化への対応についても技術予測に基づき,電力会社

に提案し,電力共研による最良と考えられる核燃料サイクル

の概念の確立に努めるとともに,必要技術の開発に努力を払

っている｡

Ia 結 言

BWRの開発と進歩の状況に関して国内外の動向と,日立製

作所の研究開発,自主技術について概説した｡BWR発電設備

は,我が国の発電設備の最も重要な柱として改良に努めた結

果,世界のトップレベルの稼動率を達成できるようになり,

特に昭和59年2月には改良標準化国産1号機である東京電力

本/年

5,000

3,000

1,000

プラント側

発生量低減

盛
不燃固体

可燃固体

廃樹脂

濃縮廃液

クラッド発生量低減

樹 脂 比 改 良

可 燃性社団体

廃 樹 脂

再 生 廃 液

不燃性雑固体

①②③
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.･●④
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フィルタ樹脂低減

復 水 樹脂低減

焼 却 処 理

**

ペレット固化処‡里

圧 絹 減 容

l

3｡｡写⑤BWR BWR BWR

〔従来プラント〕 〔建設中プラント〕 【計画プラント〕

注:* 主要適用技術

** ペレット固化技術(ま,一瓢 建設中プラントに適用中である｡

図ほ 放射性廃棄物量低減 タービン給復水系の機器配管材料の耐食性

向上,水処‡里用イオン交換樹脂比の改良により,発生≦原の低減を図るとともに,

王威容･匡l化技1帝により放射性廃棄物の大幅低減を図っている｡

(Pu)

一■■■-●■

軽水炉

再 処 理

(腐 食･低稼動)

燃 料 貯 蔵
(長 期)

(P])

高 速 炉

(低経済性で遅延)

高レベル廃棄物
貯 蔵

注:-一一■(従来サイクル),--●(追加サイクル)

図13 核燃料サイクルの多様イヒ 軽水炉の使用済み燃料を中心とした

核燃料サイクルは,再処王里.長期貯蔵なと多様化への対応が要請される｡

株式会社福島第二J京子力発電所2号機を同社の指導のもとに

運転開始することができ,我が国軽水炉の新しい時代に入っ

た｡今後の建設予定プラントについても,性能の向上ととも

に経済性向上を達成し,原子力発電利用の高度化に対応した

BWR技術の確立に努力している｡

更に,次世代の日本型BWRとして電力会社の指導のもとに

国際共同設計を行ない,ABWRの確立を図っている｡時代の

ニーズにマッチしたエネルギーき原として,原子力発電が国民

の支持を得て我が国の経済及び社会生活に大きく寄与できる

ように,よりいっそうの技術開発を行ない,自主技術の確立

と国際協力に努める考えである｡
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